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令和６年度第４回車座トーク（２月１４日大田市）でいただいたご意見に対する県の対応  

 

いただいたご意見 県の考え方・対応 

自治会輸送の利用者は増えるが、免許

返納の問題も出てくるので、ドライバ

ーや運行をサポートしていただける方

をどう発掘していけるかが課題。 

 地域住民の活動を維持するためには、活動を支える人

材が必要であるため、地域づくり人材の育成・確保に向

けた研修会を開催してまいりました。 

 その際に、限られた年代や特定の組織だけではなく、

生活機能の確保に関わる団体や、地域の将来を担う若い

世代などが共に学び、話し合うことで、多様な視点や価

値観のもと、将来の地域づくりを見据えた取組につなが

ると考えています。 

 引き続き、研修会の機会を通じて、世代や組織を超え

て共に学びにつながる場を創出し、地域を支える人づく

りを支援してまいります。 

 併せて、地域の実情に詳しい中山間地域研究センター

や地域支援担当職員が地域づくりの担い手育成を側面支

援します。 

 

猿などの鳥獣被害がとても多く、家庭菜

園などが被害を受けている。花火を打っ

て逃がしているが、大変困っている状

況。 

 サル対策については、これまでも国の交付金等を活用

し、市町村を中心に追い払いや防護対策などの取組を実

施しています。 

 これに加えて、今年度、サルの生息状況及び群れ数の調

査を実施したところであり、この調査結果を踏まえ、令和

７年度から、県、該当市町村、被害集落等関係者で連携

し、専門業者の知見も活用しながら、加害レベルの高いサ

ル群に対する被害対策を実施することとしています。 

 

島根県の自主防災組織の活動カバー率

が島根県はずっと低いまま。島根県が令

和元年は 75.4％で、令和 5 年の目標を

95％としていたが、実績として 78％ぐ

らいで、2～3％ぐらいしか伸びてない。 

 ご意見のあった都道府県別の自主防災組織の活動カバ

ー率については、国（内閣府）の各市町村の調査結果を集

計（別添参照）したものでありますが、自主防災組織は地

域コミュニティを基盤とする住民による任意の組織です

ので、実態として自主防災組織と同様の自主防災活動を

している自治会や町内会等を自主防災組織として計上す

る市町村もあれば、計上しない市町村もあるため、活動カ

バー率に差が生じています。 

 災害が激甚化、頻発化する中で、平素から防災・減災の

取組を進めるため、また発災時の相互の助け合いのため

には、自主防災組織の役割が重要であります。また、若い

世代の自治会等への参加意識が低くなっている中で、防

災というテーマが地域住民のつながりづくりのきっかけ

になることも考えられます。 

 そのため、県としては、新聞等による広報や県職員によ

る出前講座等をはじめ、自治会長等の自主防災組織のリ

ーダー的立場にある方を対象とした研修会の定期的な開

催などに取り組んでおり、引き続き、市町村と連携して、

自主防災組織の設立促進や活動向上を図ってまいりま

す。 
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いただいたご意見 県の考え方・対応 

カフェのボランティアスタッフが高齢で

あり、人手も不足しているので何とかでき

ないか。 

 地域住民の活動を維持するためには、活動を支える人

材が必要であるため、地域づくり人材の育成・確保に向

けた研修会を開催してまいりました。 

 その際に、限られた年代や特定の組織だけではなく、

生活機能の確保に関わる団体や、地域の将来を担う若い

世代などが共に学び、話し合うことで、多様な視点や価

値観のもと、将来の地域づくりを見据えた取組につなが

ると考えています。 

 引き続き、研修会の機会を通じて、世代や組織を超え

て共に学びにつながる場を創出し、地域を支える人づく

りを支援してまいります。 

 併せて、地域の実情に詳しい中山間地域研究センター

や地域支援担当職員が地域づくりの担い手育成を側面支

援します。 

 

カフェは後継者が課題。ＩターンやＵター

ンで来てくださると嬉しい。 

 ふるさと島根定住財団では、地域団体等が「手伝って欲

しい」ことを登録し、「手伝いたい」と思うサポーターを

募集することができる「しまね関係人口マッチング・交流

サイト しまっち！」を運営しています。 

 「しまっち！」への参加を通じて、まず地域の活動に関

心を持っていただくことで、将来的なＵターン、Ｉターン

につなげる一つのツールとして、ご活用をいただけるも

のと考えております。 

 

 

 



R6 活動カバー率
（組織されている
地域の世帯数／全

世帯数）

（％）

松 江 市 91,910 69,024 75.10%

浜 田 市 25,130 18,560 73.86%

出 雲 市 70,063 70,063 100.00%

益 田 市 21,156 9,522 45.01%

大 田 市 15,371 8,192 53.30%

安 来 市 14,230 10,002 70.29%

江 津 市 10,995 10,995 100.00%

雲 南 市 13,595 13,595 100.00%

奥 出 雲 町 4,691 4,691 100.00%

飯 南 町 1,811 1,623 89.62%

川 本 町 1,609 1,609 100.00%

美 郷 町 2,039 2,039 100.00%

邑 南 町 4,644 4,432 95.43%

津 和 野 町 3,220 845 26.24%

吉 賀 町 2,956 989 33.46%

海 士 町 1,204 1,204 100.00%

西 ノ 島 町 1,445 1,445 100.00%

知 夫 村 355 21 5.92%

隠 岐 の 島 町 6,844 1,715 25.06%

合 計 293,268 230,566 78.62%

市町村別自主防災組織活動カバー率（確定値R6.4.1）

組織されている地域の
世帯数

全世帯数市 町 村

＜別添資料＞


